第１号様式

施設別事業主体別災害復旧事業計画概要書
事業主体の所在地
事　　業　　主　　体　　名

施　　　　　設　　　　　名

１　災害を受ける直前における施設の概要

（イ）　位　　置

（ロ）　種　　類

（ハ）　構　　造

（二）　能　　力

（ホ）　建設又は取得の年月日（中古施設の取得の場合は、取得以前の経過年数をあわせて記入

すること。）

（ヘ）　台帳価額及び現在評価額（評価認定機関名をあわせて記入すること。）

（ト）　最近１箇年の利用対象別利用量（簡明に表示する指標をとること。）
総利用量　　　　　　　　　　　　　　　
農（林、水産）業者の利用量　　　　　　　　　　　　　
非農（林、水産）業者の利用量　　　　　　　　　　　　
（チ）　最近１箇年の利用者数　　　　　　　　　　　　名（　　地区総組合員数　　名）
２　災害の種類及び災害発生年月日

３　被害状況

	区分
	被害の状況
	被害額
	残存物件の価額

	（例）
建　　　　物

倉　　　庫

　　　　　

工　 作　 物
　　　　　

機 械 器 具

　　　　　

○○○○○○

計
	
	円
	円


４　復旧計画

（イ）　新設、補修等の別（移設の場合には、その理由をあわせて記入すること。）

（ロ）　工事の着手及び完了の予定時期

（ハ）　工事の年度割予定

（ニ）　工事の内容

	区分
	構　　造
	員　　数
	単　　価
	復 旧 額
	新設・補修等の別
	再取得費

	（例）

工　 事　 費

建　　　物

倉　　庫

　　　　
	
	
	円
	円
	
	円


	工　作　物

　　　　

機械器具

　　　　

たい積土砂排除
補助対象経費 計
工　事　雑　費
事　務　雑　費

合　計
	
	
	
	
	
	


· 復旧額及び再取得費について積算根拠に業者見積を使用する場合、その積算根拠を明確にするため、それぞれ３者からの見積書を添付すること。
５　復旧事業の経済効果

注１　事業主体のうち農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行令第１条の２第２号に掲げる者（以下「法人」という。）及び地方公共団体以外の者にあっては、１の（ト）及び（チ）については、組合員による利用状況を内書きするとともに、（チ）については、あわせて組合員総数を記入すること。
２　３の表の「被害状況」の欄には、例えば、「かわらぶき木造平屋（８０平方メートル）全壊、コンクリートへい１５メートル倒壊」のように記入すること。

３　３の表の「残存物件の価額」の欄には、復旧資材として利用できるものについて、時価で評価した額を記入すること。

４　４の（ニ）の表の「たい積土砂排除」の項「構造」の欄には、たい積土砂の排除方法を記入すること。

５　４の（ニ）の表「員数」の欄には、建物については棟数並びに建築面積及び延べ面積、機械器具については種類別台数、たい積土砂排除についてはその排除すべき土砂の量（立方メートル）を記入すること。

６　４の（ニ）について超過工事のある場合には、原形復旧工事の部分と超過工事の部分とを区分すること。
７　４の（ニ）の表の「再取得費」の欄には、当該施設を新設するとした場合の見積額を記入すること。

８　次に掲げる書類を添付すること。
（イ）　被災施設について、その全部及び被災箇所を明らかにした図面並びに被災状況を明らかにした写真

（ロ）　復旧工事の設計書（一位代価表、単価表を含む。）、仕様書及び図面

（ハ）　ａ　１で定める法人のうち、農事組合法人にあっては、法人の概要（法人名、設立年月日、代表者氏名、組合員数及び組合員の属する世帯数）を明らかにした書類、定款及び組合員名簿）

ｂ　上記ａ以外の法人にあっては、法人の概要（法人名、設立年月日、代表者氏名及び社員数（一般財団法人にあっては基本財産の額）を明らかにした書類、定款、社員名簿（社員のうち個人であって現に農（林、水産）業を営む者についてはその旨を付記（例えば、農業を営む者である場合には　農　など）すること。）（一般財団法人にあっては基本財産の拠出者（拠出者のうち個人であって現に農（林、水産）業を営む者については、その旨を付記すること。）及び拠出額）並びに前年度の事業報告書及び収支決算書

